
投資事業評価調書（継続：再評価[第２回]） 

部課室名 
県土整備部土木局 

河川整備課
記入責任者職氏名
（担当者氏名） 

河川整備課長 鵜崎 尚夫

（企画整備班整備担当主幹 藤田幸治）
内線 

4408 
（4437）

事業種目 河川事業 水系名 喜瀬川水系 

事業目的 

喜瀬川水系河川整備計画に基づき、概ね 30年に 1回程度の降雨で発生する洪水を安全に流下させる。

喜瀬川水系における「計画的に整備を進める区間」 前回評価年度 

本川 

喜
き

瀬
せ

川 

概ね 30 年に 1 回程度の降雨で発生する洪水を安全に流
下させる 
[住吉橋：180m3/s、加古川バイパス：165m3/s]

H24再評価

事業概要および進捗状況

 今回評価内容 （ ）：前回評価時点 

工区 事業区間 整備内容
河川整備計画策定

以降の事業費
残事業費 進捗率 完成予定 

年度内用地補償費 内用地補償費 内用補進捗率

喜
瀬
川
水
系

喜瀬川 
加古川市平岡町

土山
河道改修 940m 
橋梁架替 2 橋

14 億円 

(14 億円) 

10.9 億円 

（11 億円） 

22％ 

（21%） H36 

(H36) 5 億円 

(5 億円) 

3 億円 

（3億円） 

40％ 

（40%） 

水系計
14 億円 

(14 億円) 

10.9 億円 

（11 億円） 

22％ 

（21%） 

H36 

(H36) 

事業を取り巻く 
社会経済情勢の 
変化

全国で局地的豪雨が頻発していることから、地元の河川改修への要望は依然として強
い。

【前回評価時点からの事業計画の変更概要】 

なし

進捗状況 
平成 24 年度より、JR 橋梁から国道 2号橋梁までの用地取得に向け、交渉している
ものの一部難航している。

評価視点 評価結果の説明 

審査会意見及び
対応方針 
(H29 年度 再評価)

【審査会意見】 継続妥当 
今後維持管理費が増大していくことな

どを踏まえ、できるだけ土砂が堆積しに
くい工夫を図るよう努められるととも
に、除草等の日常的な維持管理について
は、地域との連携に一層取り組まれたい。

【対応方針】 
土砂の堆積状況に応じて撤去する。 
また、稲美町、播磨町、加古川市の１

市２町と委託契約を結び、ｸﾘｰﾝ作戦にて
日常の維持管理に取り組んでいる。

(1)必要性 
① ＪＲ山陽本線の上流は計画流量 165m3/s に対し、現況が概ね 90  /ｓしかなく、昭

和 49年７月豪雨など浸水被害が発生しており、浸水被害防止に向け、治水安全度
の向上が必要である。

(2)有効性 

・効率性 

(事業執行環境)

① 費用便益比：B/C=7.7

② 既存の護岸が利用可能な区間においては、嵩上げ等で対応し、コスト縮減や工期

短縮を図るなど、効率的に改修を進める。

③ 当該事業について地元から早期事業完成の要望がある。

(3)環境適合性 
① 河床に澪筋を整備することにより、平常時においても多様で変化のある流れを確

保し、生物の生活環境に配慮する。 

(4)優先性 
① 残事業区間には人家連担区域が含まれており、流下能力不足による大きな浸水被

害が想定されている。 

再
評
価
の

結
果継 続 

左
の
理
由

事業の必要性は、事業採択時と変わっておらず、地域住民の安全安心な生活環
境を確保するため、事業を継続する必要がある。
JR 橋梁から国道 2 号橋梁の区間については、引き続き用地取得の交渉を続ける

とともに計画を一部見直し、事業の進捗を図る。 
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事業進捗状況概要図（継続：再評価） 

水系名 二級河川喜瀬川

工区 全体 整備計画策定から

過去５年間以前 

過去５年間 今後５年間 6～10 年間 

喜

瀬

川

水

系 

喜
瀬
川

H19～H36年度

【事業費＝14 億円】

・整備延長

L=940m 
・整備概要：

河道拡幅、

道路橋 2 橋

H１9～H24 年度

【事業費＝3 億円】

・用地補償

・河道拡幅

H25～H29 年度

【事業費＝0.1 億円】

・用地交渉

・仮橋ルート検討

H30～H34 年度

【事業費＝6.6 億円】

・地図混乱整理

・用地補償

・河道拡幅、

掘削、築堤、護岸

道路橋 1 橋

H35～H36 年度

【事業費＝4.3 億円】

・河道拡幅、

掘削、築堤、護岸

道路橋 1 橋

【河道改修】 L=940m

【橋梁架替】 2橋

平面図

完成区間

河道改修 L=34m

「出典：国土地理院ウェブサイト」 

凡 例

H24 まで

H25～29

H30 以降

高速道路

国道

鉄道

流域界

基準点

浸水範囲

基準点（加古川ＢＰ）
基準点（住吉橋）

明石西 ＩＣ

土山駅
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標準断面図 

整 備 概 要 図

「出典：国土地理院ウェブサイト」 

【河道改修】 L=940m

【橋梁架替】 2橋

（二）喜瀬川

新川池

①

完成区間

河道改修 L=34m

浸水実績 S49.7

澪筋

緩傾斜の自然石護岸

19,400

12,700

6
00

2
,7

0
0

▽H.W.L

澪筋

嵩上げ

16,100

13,300

6
00

2
,7

0
0

▽H.W.L

ＪＲ山陽本線上流 横断図

加古川バイパス下流 横断図

平面図

土山橋

喜瀬川橋

凡 例

H24 まで

H25～29

H30 以降

③

④

②
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【完成区間】 【残事業区間】

【残事業区間】

整 備 状 況

スケジュール

喜瀬川

ＪＲ山陽本線橋梁

整備済み(右岸)

L=34m

②国道 2号 喜瀬川橋上流

①ＪＲ山陽本線上流
③土山橋上流

④加古川バイパス下流

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

（市）土山橋

調査設計

掘削

（市）土山橋

築堤
・護岸

橋梁
（国）喜瀬川橋梁

用地測量

用地補償

（国）喜瀬川橋梁

＜凡例＞
当初計画

実施計画
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事業効果について
（１）費用対効果 

評価の視点 効 果 項 目 (費用対効果の便益内容) 

治水安全度の向上 浸水被害の軽減 

・一般資産被害 

 (家屋、家庭用品、事業所償却資産、 

 農業家償却資産等) 

・農産物被害、公共土木施設等被害、 

 営業停止被害、応急対策費用 

便益（Ｂ）の項目 

１）便益＝治水事業を実施することによる被害軽減期待額を現在価値化被害額＝一般資産被害

（家屋、家庭用品、事業所償却資産、農漁家償却資産等）＋農産物被害＋公共土木施設等被

害＋営業停止被害＋応急対策費用 

２）費用＝「建設費＋維持管理費」を現在価値化 

治水経済調査マニュアル（案） 国土交通省河川局（平成17年4月） 

費用便益比（Ｂ／Ｃ）算出根拠 

便益（Ｂ） 費用（Ｃ） 
Ｂ／Ｃ 

総便益 代表的な効果 総費用 事業費 維持管理費 

108 億円

計画規模の降雨に対して、浸水

家屋 234 戸、浸水面積 11.1ha
の解消

14 億円 13 億円 1 億円 7.7 

（２）費用対効果に含まれない効果 

① 人的被害の軽減

② 道路の交通途絶、ライフライン停止等による波及被害の軽減

③ 水害廃棄物の発生の軽減

④ 多様な生物の生活環境の保全・再生・創出

⑤ 親水空間の整備・景観への配慮

河道＋流域のモデル化

各メッシュの資産、地盤標高の設定

氾濫解析

氾濫区域内資産額の算定

年平均被害軽減期待額の算定

費用便益比

・平面 2次元氾濫不定流モデル 

・流域は 50m 四方のメッシュに分割 

・メッシュごとに、人口、資産（戸数、事

業所数、面積など）、地盤高を設定 

・生起確率の異なるハイドログラフ 

をもとに氾濫解析を実施 

・メッシュデータと氾濫解析結果より被害額を算定

・洪水の生起確率毎の被害額、年平均被害軽減額 

を算定

・年平均被害軽減額から算定される便益と建設費用

を現在価値化して費用便益比を算定 
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評価の視点 効果項目  該当する事業内容等 

社会経済活動

等の安定 

人的被害の軽減 ○ 

・浸水区域内人口 706 人、災害時要援護者 207
人を解消

・最大孤立者 333 人(避難率 0％)、200 人(避難

率 40％) 67 人(避難率 80％)を解消

道路、鉄道等の交通途絶による

波及被害の軽減 
○ 

・国道 2 号の交通途絶を解消（交通量 18,445
台／日）

ライフラインの停止による波及

被害の軽減 
○ 

・電力の使用不能者 189 人、ガスの使用不能者

34 人、上水道の使用不能者 2 人、固定電話・

通信の使用不能者 191 人の解消

水害廃棄物の発生の軽減 ○ ・水害廃棄物 391ｔ、処理費用 11 百万円の解消

魅力ある河川

空間の創造 

多様な生物の生活環境の保全・

再生・創出 
○ 

・河床に澪筋を整備することにより、平常時に

おいても多様で変化のある流れを確保し、生

物の生活環境に配慮

親水空間の整備･景観への配慮 ○ ・緩傾斜護岸の整備により配慮する。

                            ※○印は当該事業効果の主な項目 

（３）地域からの要望状況等 

要望状況等 
加古川市治水対策促進会及び加古川市より毎年 11 月頃に、喜瀬川の河川改修につい

ての要望書が提出されている。

参考：事業の変遷 

喜瀬川

昭和 47 年：6 月洪水（浸水家屋 75 戸）

7 月洪水（浸水家屋 161 戸）

昭和 49 年：7 月洪水（浸水家屋 178 戸）

昭和 52 年：中小河川喜瀬川改良工事全体計画書策定

（小規模河川改修事業着手（L=3,086m 山陽電鉄～新川池））

平成 16 年：喜瀬川水系 河川整備基本方針策定

ＪＲ山陽本線 喜瀬川橋梁までの整備完了（L=2,146m）

平成 17 年：総合流域防災事業に移行（（L=3,086m 山陽電鉄～新川池）

平成 19 年：喜瀬川水系 河川整備計画策定（L=960m ＪＲ山陽本線～新川池）     

平成 20 年：河川整備計画の公共事業等審査会への報告

平成 24 年：事業評価（再評価第１回）

参考：河川整備計画に位置づけられた事業の評価時期 

Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

喜瀬川

河
川
整
備

計
画
策
定

再
評
価

再
評
価
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